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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第36期
第１四半期
累計期間

第37期
第１四半期
累計期間

第36期

会計期間
自 平成26年４月１日

至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日

至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日

売上高 （千円） 1,188,241 1,148,744 6,185,909

経常利益 （千円） 19,835 59,795 960,043

四半期(当期)純利益 （千円） 8,641 37,722 626,034

持分法を適用した場合の
投資利益

（千円） － － －

資本金 （千円） 387,800 387,800 387,800

発行済株式総数 （株） 11,639,595 13,967,514 11,639,595

純資産額 （千円） 6,051,187 5,694,289 5,858,078

総資産額 （千円） 7,178,700 6,882,089 7,556,846

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

（円） 0.62 2.88 45.53

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 18.00

自己資本比率 （％） 84.3 82.7 77.5
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計期間等に係る主要な連結経営指

標等の推移については、記載しておりません。

２  売上高には消費税等は含まれておりません。

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４ 平成27年４月１日付で普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行いましたが、第36期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

５ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

なお、当第１四半期累計期間において、報告セグメントを単一セグメントに変更しております。詳細は、「第４　

経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の「２．報告セグメント

の変更等に関する事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や金融緩和策等を背景に、企業業績や雇用情

勢に改善の動きが見られるなど、緩やかな回復基調で推移しました。

一方で、美容業界におきましては、来店客数の減少や客単価の伸び悩み等、依然、美容室にとって厳しい経営環

境が続いております。

このような状況の中、当社におきましては創業精神である「美容業界の近代化」をベースに、独自のビジネスモ

デルである「旬報店システムを軸としたコンサルティング・セールス」と「トイレタリーの販売を中心とした店販

戦略」を引き続き展開し、お取引先美容室の業績向上に向けた提案や経営に関する支援を行いました。

売上高につきましては、前年同四半期の実績が整髪料の新製品の発売により好調であった反動から、前年同四半

期を下回りました。

また、売上原価につきましては、原価管理の見直し等を行っていることから、原価率は前年同四半期を下回りま

した。販売費及び一般管理費につきましては、前年に本社施設の一部改修費用に加え、新製品の販売に伴う販売促

進費等を計上したことから、前年同四半期を下回りました。

これらの結果、当第１四半期累計期間の売上高は1,148百万円（前年同四半期比3.3％減）、営業利益は59百万円

（前年同四半期比241.3％増）、経常利益は59百万円（前年同四半期比201.5％増）、四半期純利益は37百万円（前

年同四半期比336.6％増）となりました。

なお、当社は当第１四半期累計期間より美容室向け頭髪用化粧品、医薬部外品の製造、販売事業の単一セグメン

トへ変更しているため、セグメント情報の開示は行っておりませんが、売上高の内訳は、以下のとおりでありま

す。

 前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間 増減額

(百万円)

増減率

(％)金額

（百万円)

構成比

(％)

金額

（百万円)

構成比

(％)

トイレタリー 582 49.0 762 66.3 180 30.9

整髪料 426 35.9 217 19.0 △208 △48.9

カラー剤 71 6.0 66 5.8 △5 △7.1

育毛剤 38 3.2 40 3.5 1 4.9

パーマ剤 25 2.2 29 2.6 3 14.4

その他 44 3.7 32 2.8 △11 △26.0

合計 1,188 100.0 1,148 100.0 △39 △3.3
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(2) 財政状態の分析

（総資産）

当第１四半期会計期間の総資産は、前事業年度から674百万円減少し、6,882百万円となりました。

主な要因としては、商品及び製品が192百万円増加し、有価証券が449百万円、受取手形及び売掛金が421百万円

減少したことによるものであります。

（負債）

当第１四半期会計期間の負債は、前事業年度から510百万円減少し、1,187百万円となりました。

主な要因としては、未払法人税等が247百万円、未払金が221百万円減少したことによるものであります。

（純資産）

当第１四半期会計期間の純資産は、前事業年度から163百万円減少し、5,694百万円となりました。

主な要因としては、利益剰余金159百万円が減少したことによるものであります。なお、自己資本比率は、

82.7％（前事業年度77.5％）となりました。

 

(3) 研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発費の総額は66百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

政府による経済対策や金融緩和策により、国内景気は緩やかな回復基調にある一方で、円安による物価上昇や新

興国の経済減速等の懸念もあり、今後も企業の経営環境の先行は不透明な状況が続くと推測されます。

美容業界におきましても、来店客数の減少や客単価の伸び悩み等、依然、美容室にとって厳しい経営環境が続い

ております。

このような状況ではありますが、当社におきましては創業精神である「美容業界の近代化」をベースに事業活動

を行うことには何ら変わりなく、「旬報店システムを軸としたコンサルティング・セールス」と「トイレタリーの

販売を中心とした店販戦略」に引き続き注力する考えであります。当社といたしましては、現在のような厳しい経

営環境のときこそ、美容室経営をサポートするコンサルティング・セールス及び旬報店システムが真の力を発揮す

るものと捉え、美容室におけるカウンセリングや店販等の具体策をもって付加価値の高い美容室づくりを提案し、

お取引先美容室の繁栄と美容業界の近代化、そして当社の着実な成長を目指してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 42,166,080

計 42,166,080
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,967,514 13,967,514
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 13,967,514 13,967,514 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年４月１日(注) 2,327,919 13,967,514 － 387,800 － 330,800
 

(注)　平成27年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、所有株式数を１株につき1.2株の割合をもって分割

いたしました。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

　平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）  

－ －
普通株式 708,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,843,800 108,438 (注)１

単元未満株式 普通株式 87,795 － (注)２

発行済株式総数  11,639,595 － －

総株主の議決権 － 108,438 －
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が700株（議決権７個）含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が20株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
コタ株式会社

京都府久世郡久御山町
田井新荒見77番地

708,000 － 708,000 6.08

計 － 708,000 － 708,000 6.08
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平成27年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、監査法人和宏事務所による四半期レビューを受けております。

 

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 23,741 52,258

  受取手形及び売掛金 1,260,174 838,863

  有価証券 2,202,484 1,752,673

  商品及び製品 499,009 691,503

  仕掛品 6,365 8,046

  原材料及び貯蔵品 168,915 207,703

  その他 124,056 135,986

  流動資産合計 4,284,746 3,687,035

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 1,287,227 1,264,984

   土地 1,158,906 1,158,906

   その他（純額） 309,573 291,293

   有形固定資産合計 2,755,706 2,715,184

  無形固定資産 43,988 55,114

  投資その他の資産 472,405 424,755

  固定資産合計 3,272,100 3,195,054

 資産合計 7,556,846 6,882,089

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 126,395 103,666

  未払金 441,265 219,571

  未払法人税等 252,000 4,419

  賞与引当金 182,984 83,413

  役員賞与引当金 － 6,806

  販売奨励引当金 41,610 50,124

  その他 113,124 163,250

  流動負債合計 1,157,379 631,250

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 422,060 435,522

  長期預り保証金 119,328 121,028

  固定負債合計 541,388 556,550

 負債合計 1,698,767 1,187,800

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 387,800 387,800

  資本剰余金 330,801 330,801

  利益剰余金 5,953,912 5,794,866

  自己株式 △815,212 △819,736

  株主資本合計 5,857,300 5,693,730

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 778 558

  評価・換算差額等合計 778 558

 純資産合計 5,858,078 5,694,289

負債純資産合計 7,556,846 6,882,089
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 1,188,241 1,148,744

売上原価 332,507 307,912

売上総利益 855,734 840,831

販売費及び一般管理費 838,338 781,454

営業利益 17,395 59,377

営業外収益   

 受取利息 472 466

 受取配当金 1,620 1,503

 受取賃貸料 1,565 1,542

 その他 1,425 1,425

 営業外収益合計 5,083 4,937

営業外費用   

 たな卸資産廃棄損 1,858 3,056

 その他 785 1,463

 営業外費用合計 2,644 4,519

経常利益 19,835 59,795

税引前四半期純利益 19,835 59,795

法人税、住民税及び事業税 930 929

法人税等調整額 10,263 21,143

法人税等合計 11,194 22,072

四半期純利益 8,641 37,722
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【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年６月30日)

減価償却費 69,706 千円 54,081 千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

 

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日
定時株主総会

普通株式 211,527 20.00 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

 

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 196,768 18.00 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)

「Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）　２　報告セグメントの変更に関

する事項」に記載のとおりであります。

 
Ⅱ　当第１四半期累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

 

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当社は美容室向け頭髪用化粧品、医薬部外品の製造、販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

　

２　報告セグメントの変更等に関する事項

当社は、従来「トイレタリー事業」、「整髪料事業」、「カラー剤事業」、「育毛剤事業」、「パーマ剤事業」、

「その他事業」の６事業を事業セグメントとしておりましたが、当第１四半期累計期間より「美容室向け頭髪用化粧

品、医薬部外品の製造、販売事業」の単一セグメントに変更しております。

当社の事業展開、経営管理体制の実態、また取締役会における経営資源の配分の決定及び事業の評価を一元的に

行っていること等を踏まえ、事業セグメントについて再考した結果、業務用頭髪用化粧品等の製造及び販売を一体的

な事業と捉えている現状を考慮し、事業セグメントは「美容室向け頭髪用化粧品、医薬部外品の製造、販売事業」の

単一のセグメントが適切であると判断したことによるものであります。

この変更により、当第１四半期累計期間のセグメント情報の記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第１四半期累計期間

(自　平成26年４月１日

　至　平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間

(自　平成27年４月１日

　至　平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 0円62銭 2円88銭

(算定上の基礎)   
四半期純利益金額(千円) 8,641 37,722

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 8,641 37,722

普通株式の期中平均株式数(株) 13,959,622 13,115,665
 

(注) １ 当社は、平成27年４月１日付で普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行っております。前事業年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

 

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月３日

コタ株式会社

取締役会  御中

監査法人和宏事務所
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   南   　   幸   治   印

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   大   嶋   　   豊   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコタ株式会社の

平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第37期事業年度の第１四半期会計期間(平成27年４月１日から平成27年６

月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、コタ株式会社の平成27年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
　

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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